
平成 年 月

令和 年 月

令和 年度 令和

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

13mm

20mm

25mm

30mm

40mm

50mm

75mm

従量料金（1㎥につき）

基本料金
（１月につき）

水道メータ口径 1㎥から20㎥まで（※13

㎜及び20㎜については、10㎥を

超えるものから20㎥まで）

21㎥から50㎥まで 51㎥から100㎥まで 101㎥以上

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率

別添１－２

会津坂下町　　　　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

改 定 日 ：

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

計 画 期 間 ：

施 設 数

策 定 日 ：

　年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

～

管 路 延 長

供 用 開 始 年 月 日

水 源

計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

㎥／日

千ｍ

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道



④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

これまでの主な経営健全化の取組

建設課 上下水道

施設係

業務係
職員（係長（1）、係員（2））

会計年度任用職員（1）

班長（1）
←水道事業会計分



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３） 料金収入の見通し

水需要の予測

給水人口の予測



（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標

組織の見通し

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

そ の 他 の 取 組

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

企 業 債



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 355,302 347,614 327,314 308,232 290,295 273,434 257,585 242,687 228,683 215,519
(1) 346,020 338,332 318,032 298,950 281,013 264,152 248,303 233,405 219,401 206,237
(2) (B)
(3) 9,282 9,282 9,282 9,282 9,282 9,282 9,282 9,282 9,282 9,282

２． 76,994 58,462 57,452 52,983 49,043 43,028 36,209 33,632 31,472 29,304
(1) 16,885 1,438 1,290 1,143 1,015 920 864 836 815 802

16,885 1,438 1,290 1,143 1,015 920 864 836 815 802

(2) 51,864 48,779 47,917 43,595 39,783 33,863 27,100 24,551 22,412 20,257
(3) 8,245 8,245 8,245 8,245 8,245 8,245 8,245 8,245 8,245 8,245

(C) 432,296 406,076 384,766 361,215 339,338 316,462 293,794 276,319 260,155 244,823
１． 437,104 434,993 455,572 441,806 432,232 416,193 397,664 390,095 383,323 335,440
(1) 28,973 29,263 29,555 29,851 30,149 30,451 30,755 31,063 31,374 31,687

14,018 14,158 14,300 14,443 14,587 14,733 14,880 15,029 15,179 15,331

14,955 15,105 15,256 15,408 15,562 15,718 15,875 16,034 16,194 16,356
(2) 252,258 254,073 276,102 275,783 275,467 275,225 274,846 274,541 274,240 231,010

3,007 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
13,003 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

21 20 20 20 20 20 20 20 20 20
236,227 241,053 263,082 262,763 262,447 262,205 261,826 261,521 261,220 217,990

(3) 155,873 151,657 149,915 136,172 126,616 110,517 92,063 84,491 77,709 72,743
２． 7,456 8,011 9,816 11,087 13,058 12,683 12,317 13,804 13,460 13,251
(1) 5,425 6,011 7,816 9,087 11,058 10,683 10,317 11,804 11,460 11,251
(2) 2,031 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(D) 444,560 443,004 465,388 452,893 445,290 428,876 409,981 403,899 396,783 348,691
(E) ▲ 12,264 ▲ 36,928 ▲ 80,622 ▲ 91,678 ▲ 105,952 ▲ 112,414 ▲ 116,187 ▲ 127,580 ▲ 136,628 ▲ 103,869
(F) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
(G) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
(H)

▲ 12,264 ▲ 36,928 ▲ 80,622 ▲ 91,678 ▲ 105,952 ▲ 112,414 ▲ 116,187 ▲ 127,580 ▲ 136,628 ▲ 103,869
(I) 272,017 235,089 154,467 62,789 ▲ 43,163 ▲ 155,577 ▲ 271,764 ▲ 399,344 ▲ 535,972 ▲ 639,840
(J) 916,546 - - - - - - - - -

23,947 - - - - - - - - -
(K) 76,457 - - - - - - - - -

35,542 - - - - - - - - -
- - - - - - - - -

37,523 - - - - - - - - -
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - -

(M) 355,302 347,614 327,314 308,232 290,295 273,434 257,585 242,687 228,683 215,519

- - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - -

(P) - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

（単位：千円，％）

47 20 ▲ 15 ▲ 57 ▲ 106 ▲ 165 ▲ 234 ▲ 297

令和１６年度 令和１７年度令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

68×100 ）

う ち 未 払 金

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

77

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

累 積 欠 損 金 比 率 （

(E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

収

益

的

収

支

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和１０年度
令和８年度
（当初予算）

令和９年度

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 71,900 78,500 60,400 83,200 3,100 4,200 2,300

２．

３．

４． 10,172 8,316 8,464 7,825 6,305 3,805 2,130 1,787 1,330 1,142

５．

６．

７．

８．

９． 9,318 9,318 9,318 9,318 9,318 9,318 9,318 9,318 9,318 9,318

(A) 91,390 96,134 78,182 100,343 15,623 16,223 11,448 11,105 14,848 12,760

(B)

(C) 91,390 96,134 78,182 100,343 15,623 16,223 11,448 11,105 14,848 12,760

１． 90,363 93,981 76,009 98,945 15,903 19,250 16,222 16,384 20,829 19,107

15,282 15,435 15,589 15,745 15,903 16,062 16,222 16,384 16,548 16,714

２． 39,443 34,468 33,884 31,364 28,160 23,393 17,166 15,725 14,896 14,791

３．

４．

５． 2,086 86 86 86 86 86 86 86 86 86

(D) 131,892 128,535 109,979 130,395 44,149 42,729 33,474 32,195 35,811 33,984

(E) 40,502 32,401 31,797 30,052 28,526 26,506 22,026 21,090 20,963 21,224

１． 34,424 25,260 26,304 22,488 28,526 26,216 22,026 21,090 20,574 21,006

２．

３．

４． 6,078 7,141 5,493 7,564 290 389 218

(F) 40,502 32,401 31,797 30,052 28,526 26,506 22,026 21,090 20,963 21,224

(G)

(H) 405,562 449,594 476,110 527,946 499,786 479,493 462,327 446,602 435,906 423,415

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

16,885 1,438 1,290 1,143 1,015 920 864 836 815 802

660 660 660 660 660 660 660 660 660 660

16,225 778 630 483 355 260 204 176 155 142

10,172 8,316 8,464 7,825 6,305 3,805 2,130 1,787 1,330 1,142

2,000

8,172 8,316 8,464 7,825 6,305 3,805 2,130 1,787 1,330 1,142

27,057 9,754 9,754 8,968 7,320 4,725 2,994 2,623 2,145 1,944

令和９年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

計

そ の 他

令和８年度
（当初予算）

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和８年度
（当初を入

力）

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和９年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

令和１５年度 令和１６年度 令和１７年度

令和１５年度 令和１６年度 令和１７年度

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度



布設年月日 大 正 １ ３ 年 ４ 月 １ 日

給水人口 １３，５６０人

計算期間 自　令和８年４月～至　令和１１年３月

（３年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

340,236 334,128 334,128

0 0 0

6,906 9,282 0 9,282

347,142 343,410 0 343,410

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

757 857 857

8 0 0

0

170,729 179,093 179,093

171,494 179,950 0 179,950

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

2,003 2,335 2,335

12,046 13,524 13,524

152,542 152,482 152,482

23,491 26,252 26,252

190,082 194,593 0 194,593

原価計算表

浄 水 用 薬 品 費

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

配
　
　
　
水
　
　
　
費

人
　
件
　
費
電 力 費

修 繕 費

収　　入　　の　　部

項 目

料 金 (X)

金　　　　　　　　額

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

小 計

そ の 他

小 計

浄
水
及
び
送
水
費

人
　
件
　
費

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

項 目

取
水
・
貯
水
及
び
導
水
費

人
　
件
　
費

給 料

用 水 費

減 価 償 却 費

そ の 他

電 力 費

修 繕 費



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

項 目

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0 0 0 0

給 料 17,212 14,159 14,159

諸 手 当 8,591 8,761 660 8,101

福 利 費 5,028 6,345 6,345

714 0

0

2,517 2,666 2,666

665 670 670

3 0

0

5,750 6,417 777 5,640

0

26,161 28,995 28,995

66,641 68,013 1,437 66,576

428,217 442,556 1,437 441,119

7,360,576 7,604,468

0.5%

38,022

479,141

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 69.73

＜料金水準についての説明＞

減 価 償 却 対 象 資 産 （ ① ）

資 産 維 持 率 （ ② ）

料金対象経費は以下の式で算出されます。
料金対象経費＝維持管理費＋資本費+資産維持費－公費負担分
資産維持費とは、将来の施設更新費用が建設当時と比較して増大することが見込まれる場合、使用者負担の期間的公平性を確保しつつ、将
来にわたって資産を維持し、水道事業を継続するために必要な費用として計上されるものです。その費用は、減価償却対象資産に資産維持率
を乗じて算出されます。資産維持率の目安として０．５％から３％という数値が示されていることから、本経営戦略においては、下限数値である
０．５％を用いることとします。原価計算表による算定の結果、料金対象経費に対する水道料金の割合は算定期間（Ｒ８～１０の３年間）の平均
で約６９％となっています。このことは水道料金が料金対象経費に対し不足していることを示しています。現状では、営業収支が赤字であること
から今後の料金改定では、営業収支の黒字化を前提に料金改定を行う必要があります。

小 計

合 計 (Y)

備 品 費

消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

小 計

一
　
般
　
管
　
理
　
費

人
　
件
　
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

光 熱 費

修 繕 費

公 課

そ の 他

人
　
件
　
費
材 料 費

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、
使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正
かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」
（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載す
ること。

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資 産 維 持 費 （ Z ＝ ① × ② ）

給
水
装
置
工
事
費


